
１．平成17年３月期の業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  未定 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

    (財)財務会計基準機構会員 

平成17年３月期 個別財務諸表の概要 平成17年５月20日

上場会社名 ミサワホームホールディングス株式会社 上場取引所 東・大・名 

コード番号 1722 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.misawa.co.jp)

代  表  者 役職名 代表取締役  氏名 水谷 和生 

問合せ先責任者 役職名 常務執行役員 氏名 酒井 征二 ＴＥＬ （03）3345－1111 

決算取締役会開催日 平成17年５月20日 中間配当制度の有無 有 

単元株制度採用の有無 有（１単元1,000株） 定時株主総会開催日 平成17年６月29日 

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年３月期 1,464 30.3 95 △79.9 △405 －

16年３月期 1,123 － 477 － 203 －

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年３月期 △175,496 － △685 68  － － △1.0 △27.7

16年３月期 △147,580 － △609 95  － △217.5 0.1 18.1

（注）①期中平均株式数  普通株式 17年３月期 257,532,663株 16年３月期 243,737,753株

②会計処理の方法の変更 無    

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
１株当たり年間配当金 配当金総額 

（年間） 
配当性向 

株主資本 

配当率  中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年３月期   －   －  － － － －

16年３月期   －   －  － － － －

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

17年３月期 19,452 △129,779 △667.2 △1,035 15

16年３月期 60,160 44,792 74.5 △362 45

（注）①期末発行済株式数 普通株式 17年３月期 257,889,936株 16年３月期 251,878,952株

             Ａ種優先株式   58,333,000株   58,333,000株

             Ｂ種優先株式   166,664,000株   166,664,000株

②期末自己株式数  普通株式 17年３月期 369,210株 16年３月期 130,194株

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

 売上高 経常利益 当期純利益 
１株当たり年間配当金 

中間 期末  

  百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 970  △90  未定  0 00  ―  ― 

通 期 1,730  △60  未定   ― 0 00 0 00

- 個別 1 -



「１．平成17年３月期の連結業績」指標算式         

  ○１株当たり当期純利益       

    普通株式に係る当期純利益       

    普通株式の期中平均株式数       

          

  ○潜在株式調整後１株当たり当期純利益       

    普通株式に係る当期純利益＋当期純利益調整額 

    普通株式の期中平均株式数＋潜在株式に係る権利の行使を仮定した普通株式増加数 

          

  ○１株当たり株主資本       

    普通株式に係る期末の株主資本の額     

    期末の普通株式の発行済株式数    
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６．個別財務諸表等 
(1）貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

増減
(百万円) 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金   86  105   19

２．営業未収入金   227  103   △123

３．前払費用   11  15   3

４．その他 ※２  28  111   83

流動資産合計   352 0.6  335 1.7 △17

Ⅱ 固定資産         

(1）無形固定資産         

 ソフトウェア   3  3   0

無形固定資産合計   3 0.0  3 0.0 0

(2）投資その他の資産         

１．投資有価証券    －  6   6

２．関係会社株式 ※１  59,800  19,102   △40,697

３．その他   3  3   0

投資その他の資産合
計 

  59,804 99.4  19,113 98.3 △40,690

固定資産合計   59,807 99.4  19,116 98.3 △40,690

資産合計   60,160 100.0  19,452 100.0 △40,707
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

増減
(百万円) 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．短期借入金 ※２  13,936  34,886   20,949

２．未払金   95  1,536   1,440

３．未払費用 ※２  251  618   367

４．未払法人税等   2  8   5

５．前受金   50  50   －

６．預り金   3  12   9

７．賞与引当金   28  70   41

８．子会社損失引当金   －  112,049   112,049

流動負債合計   14,367 23.9  149,230 767.2 134,862

Ⅱ 固定負債         

１．新株予約権付社債   1,000  －   △1,000

２．繰延税金負債   －  1   1

固定負債合計   1,000 1.6  1 0.0 △998

負債合計   15,367 25.5  149,231 767.2 133,863

（資本の部）         

Ⅰ 資本金 ※３  80,749 134.2  45,249 232.6 △35,500

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金  111,648 500     △111,148

２．その他資本剰余金        

   資本金減少差益  － 67     67

資本剰余金合計   111,648 185.6  567 2.9 △111,080

Ⅲ 利益剰余金         

  当期未処理損失  147,580 175,496     △27,915

利益剰余金合計   △147,580 △245.3  △175,496 △902.2 △27,915

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

   － 0.0  1 0.0 1

Ⅴ 自己株式 ※４  △24 △0.0  △102 △0.5 △77

資本合計   44,792 74.5  △129,779 △667.2 △174,571

負債・資本合計   60,160 100.0  19,452 100.0 △40,707
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(2）損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

増減
(百万円)

Ⅰ 営業収益 ※１      

 １．受取配当金収入  445 27    

 ２．経営管理料収入  678 1,123 100.0 1,436 1,464 100.0 340

売上総利益    1,123 100.0 1,464 100.0 340

Ⅱ 一般管理費 ※２  645 57.5  1,368 93.5 722

営業利益    477 42.5 95 6.5 △381

Ⅲ 営業外収益 ※１       

１．受取利息  －   1   

２．雑収入  0 0 0.0 1 2 0.2 2

Ⅳ 営業外費用 ※１       

１．支払利息  247   490   

２．雑損失  27 274 24.4 13 503 34.4 228

経常利益又は経常
損失（△） 

   203 18.1 △405 △27.7 △608

Ⅴ 特別損失        

１．貸倒引当金繰入額  －  19,999   

２．投資損失引当金繰
入額 

 147,300  40,958   

３．子会社損失引当金
繰入額 

 －  112,049   

４．その他の特別損失  480 147,780 13,154.4 2,075 175,082 11,958.9 27,302

税引前当期純損失    147,577 △13,136.3 175,488 △11,986.6 △27,910

法人税、住民税及
び事業税 

   3 0.3 8 0.5 5

当期純損失    147,580 △13,136.6 175,496 △11,987.1 △27,915

前期繰越損失   －  35,932  

資本の減少による
繰越損失補填額 

  －  35,932  

当期未処理損失    147,580 175,496  △27,915
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(3）損失処理案 

  その他資本剰余金の処分 

  当期未処理損失の処理 

  
前事業年度 

（平成16年３月期） 
当事業年度 

（平成17年３月期） 
対前年比 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

増減 
(百万円) 

Ⅰ その他資本剰余金   －  67 67 

Ⅱ  当期未処理損失に充当   －  67 67 

Ⅲ その他資本剰余金次期繰越額  － － － 

  
前事業年度 

（平成16年３月期） 
当事業年度 

（平成17年３月期） 
対前年比 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 

増減 
(百万円) 

Ⅰ 当期未処理損失  147,580 175,496 27,915 

Ⅱ 損失処理額      

その他資本剰余金取崩額  － 67   

資本準備金取崩額  111,648 111,648 500 567 △111,080

Ⅲ 次期繰越損失  35,932 174,928 138,996 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

追加情報 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 ──────  当社を含むミサワホームグループ31社は、平成16年12月

28日に株式会社産業再生機構（以下「機構」という）に事

業再生計画を提出し、再生支援の申し込みを行い、同日付

で支援決定の通知を受けました。かかる状況において、当

社は、多額の特別損失の計上により当事業年度末において

129,779百万円の債務超過となったことから、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 機構は、平成17年３月25日に買取決定を行い、機構と関

係金融機関等の合意が整いました。これを受け、当社は、

住宅事業への経営資源の集中及び財務リストラを中心とし

た事業再生計画の実行により継続企業の前提に関する重要

な疑義は解消されるものと考えております。従って当社は

継続企業を前提として個別財務諸表を作成しており当該重

要な疑義の影響を個別財務諸表に反映しておりません。 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

────── ４．連結財務諸表等「追加情報」に記載しております。 
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重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．重要な資産の評価基準及

び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

２．繰延資産の処理方法  新株発行費及び社債発行費は、支出時に

全額費用として処理しております。 

 新株発行費は、支出時に全額費用とし 

て処理しております。 

３．引当金の計上基準 (1)     ────── 

  

(1)貸倒引当金 

 金銭債権の貸倒れによる損失に備え

て、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

 なお、同引当金19,999百万円は、貸

借対照表上、短期貸付金と相殺してお

ります。 

 (2)賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づく必要額を計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与支給に備えて、支給見

込額に基づく必要額を計上しておりま

す。 

 (3)投資損失引当金 

 関係会社株式の実質価額の低下に相

当する額につき、純資産価額等を勘案

して計上しております。 

 なお、同引当金147,300百万円は、貸

借対照表上、関係会社株式から直接控

除しております。 

(3)投資損失引当金 

 関係会社株式の実質価額の低下に相

当する額につき、純資産価額等を勘案

して計上しております。 

 なお、同引当金188,258百万円は、貸

借対照表上、関係会社株式から直接控

除しております。 

 (4)     ────── 

  

(4)子会社損失引当金 

 子会社の損失に備えるため、子会社

に対する出資金額及び貸付金額を超え

て、当社が負担することとなる損失見

込額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という。）について

は、賃貸借取引に係る方法によっており

ます。 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引（以下、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引という。）について

は、賃貸借取引に係る方法によっており

ます。 

５．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等は税抜方式によっておりま

す。 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等は税抜方式によっておりま

す。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 連結子会社であるミサワホーム㈱の債務の担保と

して提供している資産は次のとおりであります。 

※１ 連結子会社であるミサワホーム㈱の債務の担保と

して提供している資産は次のとおりであります。 

担保提供資産   

関係会社株式 13,802百万円

担保提供資産   

関係会社株式 12,883百万円

※２ 関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。 

※２ 関係会社に対する資産及び負債は次のとおりであ

ります。 

負債   

短期借入金 13,936百万円

資産   

短期貸付金 19,999百万円

負債   

短期借入金 14,886百万円

未払費用 609百万円

※３ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数は

次のとおりであります。 

※３ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数は

次のとおりであります。 

会社が発行する株式の総数 1,200,000,000株

普通株式 970,000,000株

Ａ種優先株式 60,000,000株

Ｂ種優先株式 170,000,000株

発行済株式総数 477,006,146株

普通株式 252,009,146株

Ａ種優先株式 58,333,000株

Ｂ種優先株式 166,664,000株

会社が発行する株式の総数 1,200,000,000株

普通株式 970,000,000株

Ａ種優先株式 60,000,000株

Ｂ種優先株式 170,000,000株

発行済株式総数 483,256,146株

普通株式 258,259,146株

Ａ種優先株式 58,333,000株

Ｂ種優先株式 166,664,000株

※４ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式130,194

株であります。 

※４ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式369,210

 株であります。 

 ５ 資本の欠損の額は147,605百万円であります。 

  

 ５ 資本の欠損の額は175,530百万円であります。 

  

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１ 関係会社との取引にかかわるものは次のとおりで

あります。 

※１ 関係会社との取引にかかわるものは次のとおりで

あります。 

営業収益   

受取配当金収入 445百万円

経営管理料収入 678 

営業外費用   

支払利息 247 

営業収益   

経営管理料収入 1,436百万円

営業外収益   

受取利息 1 

営業外費用   

支払利息 489 

※２ 一般管理費の内訳は次のとおりであります。 ※２ 一般管理費の内訳は次のとおりであります。 

人件費 370百万円

賞与引当金繰入額 42 

賃借料 72 

支払手数料 63 

その他 96 

合計 645 

人件費 882百万円

賞与引当金繰入額 70 

賃借料 92 

支払手数料 160 

その他 163 

合計 1,368 
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① リース取引 

② 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

項目 
前事業年度 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

所有権移転外ファイナンス・

リース取引（借手側） 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却
累計額相
当額 
（百万円）

期末残高
相当額 
（百万円）

車両及び運
搬具 

3 0 2 

合計 3 0 2 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却
累計額相
当額 
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

車両及び運
搬具 

3 0 3 

合計 3 0 3 

 ２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

 １年内 2百万円

１年超 1百万円

合計 3百万円

１年内 3百万円

１年超 1百万円

合計 5百万円

 ３．支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

 支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

支払リース料 1百万円

減価償却費相当額 1百万円

支払利息相当額 0百万円

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

種類 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表
計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

子会社株式 9,241 8,863 △378 8,545 6,822 △1,723 

関連会社株式 1,992 2,064 72 1,988 1,494 △493 

合計 11,233 10,927 △305 10,534 8,317 △2,217 
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③ 税効果会計 

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損失であ

るため、記載しておりません。 

２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  百万円

投資損失引当金 59,936 

繰越欠損金 153 

その他 25 

繰延税金資産小計 60,115 

評価性引当額 △60,044 

繰延税金資産合計 71 

繰延税金負債   

未収配当金 △71 

繰延税金負債合計 △71 

繰延税金資産の純額 － 

繰延税金資産  百万円

貸倒引当金 8,137 

子会社損失引当金 45,592 

投資損失引当金 76,602 

繰越欠損金 634 

その他 295 

繰延税金資産小計 131,262 

評価性引当額 △131,255 

繰延税金資産合計 7 

繰延税金負債   

未収配当金 △0 

その他 △7 

その他有価証券評価差額金 △1 

繰延税金負債合計 △8 

繰延税金資産の純額 △1 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

   当事業年度については、税引前当期純損失を計上

しているため、記載しておりません。 

   当事業年度については、税引前当期純損失を計上

しているため、記載しておりません。 

  

 
前事業年度 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 △362円45銭 △1,035円15銭 

１株当たり当期純損失 609円95銭 685円68銭 

 
前事業年度 

（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当期純損失        （百万円） 147,580 175,496 

普通株主に帰属しない金額 （百万円） 1,087 1,089 

（うち優先株式配当金） (1,087) (1,089) 

普通株式に係る当期純損失 （百万円） 148,667 176,586 

普通株式の期中平均株式数  （千株） 243,737 257,532 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 新株予約権１種類（6,250個）及

びＢ種優先株式の転換予約権

（653,584千株） 

 Ｂ種優先株式の転換予約権

（653,584千株） 

- 個別 11 -



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成15年８月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資本の減少 

 当社は、平成16年５月21日開催の取締役会におい

て、平成16年６月29日に開催の定時株主総会にて、下

記のとおり、資本の減少について付議することを決議

し、同株主総会にて承認されました。 

  (1)目的 

 当期未処理損失を一掃し、今後の経営に柔軟性を

持たせるため。 

  (2)減少すべき資本金の額 

 資本金の額80,749百万円のうち36,000百万円を減

少して、減少後の資本金の額を44,749百万円とする

予定であります。 

  (3)欠損の填補に充てる額 

 資本金減少額のうち35,932百万円を欠損の填補に

充て、残額67百万円は「その他資本剰余金」とする

予定であります。 

  (4)資本金減少の方法 

 発行済株式総数の変更は行わず、資本金の額のみ

を無償で減少する方法によります。 

  (5)資本減少の日程（予定） 

   ①資本減少公告日      平成16年６月30日 

   ②資本の減少の効力発生日  平成16年８月11日 

２．資本準備金の取崩し 

 平成16年６月29日の定時株主総会において、資本準

備金111,648百万円を取崩し、欠損の填補に充てる旨の

損失処理案が承認されました。 

＿＿＿＿＿＿＿＿ 
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７．役員の異動 

（平成17年６月29日付予定） 

(1)取締役 

中神 正博 （現）顧問  

（新）代表取締役 専務執行役員  経営戦略全般 

   兼 経営全般補佐 

西平  均 （現）ミサワホーム信越㈱ 代表取締役副社長 

（新）取締役 常務執行役員  販売企画・商品企画・ハイブリッド推進担当 

多賀 道正 （現）執行役員          住宅事業戦略全般補佐 

     兼 住宅事業戦略部長 事業企画・管理、事業推進担当 

（新）取締役 執行役員      中央ブロック統括部長 

     兼 販売推進担当 

田中 博臣 （現）経営戦略部長        経営戦略・秘書担当 

     兼 経営企画担当 

（新）取締役 執行役員      経営戦略部長  

       経営戦略・秘書、経営企画、関連事業担当 

立花 貞司 （新）非常勤取締役（社外取締役） 

（トヨタ自動車㈱ 常務役員、トヨタホーム㈱ 社長） 

宮脇 保夫 （新）非常勤取締役（社外取締役） 

（野村プリンシパル・ファイナンス㈱ 執行役） 

・退任 

杉原 信夫    取締役 常務執行役員    経営戦略全般 

（ＵＦＪ銀行からの受入解除） 

佐藤 昭二    取締役 執行役員     

（ミサワホーム西関東㈱ 社長に専任） 

(2)執行役員 

東海 健生 （現）顧問  

（新）常務執行役員        事業企画・事業推進担当 

   兼 住宅事業全般補佐 

下村 秀樹 （現）ミサワホーム北日本㈱ 代表取締役 

（新）執行役員          北日本ブロック統括部長 

     兼 西日本ブロック統括部長 

阪口 博司 （現）経営戦略部 監査室長  

（新）執行役員 経営戦略部 監査室長 
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・退任 

酒井 征二    常務執行役員        関連事業全般 

     兼 経営戦略部長 経理担当 

     兼 関連事業部長 

（ミサワホーム㈱ 常勤監査役に就任） 

上野 彰一    執行役員        住宅事業戦略部長 技術担当 

（ミサワホーム㈱ 取締役常務執行役員に専任） 

(3)監査役 

守谷 俊太郎（新）非常勤監査役（社外監査役） 

（野村プリンシパル・ファイナンス㈱ 執行役） 

依藤  司 （新）非常勤監査役（社外監査役） 

（あいおい損害保険㈱ 上席常務役員） 

・退任 

黒田 啓太    非常勤監査役 

・補欠監査役の選任 

加藤 輝昭   （ミサワホーム㈱ 常勤監査役） 
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